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平成 19 年３月期 第１四半期財務・業績の概況(連結) 平成 18 年７月 26 日 
 
上場会社名    株式会社野村総合研究所                              （コード番号：4307  東証第１部） 
（ＵＲＬ  http://www.nri.co.jp/  ） 
代 表 者    役職名 代表取締役社長  氏名 藤沼  彰久 
問合せ先責任者    役職名 財務部長        氏名 藤原  宏之                  （ＴＥＬ：(045)-333-8100） 

 
１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無    ：有 

② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無：無  

③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無            ：有 連結（除外）1社  

 

２．平成 19 年３月期第１四半期財務・業績の概況（平成 18 年４月１日  ～  平成 18 年６月 30 日） 

(1)経営成績（連結）の進捗状況                                             （金額は百万円未満を切捨て） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 
四半期（当期） 

純   利   益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％ 百万円 ％

 19 年３月期第 1 四半期 68,383 12.7 8,220 31.2 9,376 37.8 5,647 42.6

18 年３月期第 1 四半期 60,664 13.9 6,267 17.4 6,804 18.0 3,961 15.5

（参考）18 年３月期 285,585 36,469 38,252  22,518
 
 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり四半期 

（当期）純利益 

 円  銭 円  銭

 19 年３月期第１四半期 139.02 138.83 

18 年３月期第１四半期 88.14 88.13 

（参考） 18 年３月期 519.72 519.31 

（注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同期増減率を示しております。 
 
(2)財政状態（連結）の変動状況 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

 19 年３月期第１四半期 273,204 200,978 73.6 4,947.20 

18 年３月期第１四半期 297,229 228,210 76.8 5,082.35 

（参考） 18 年３月期 311,786 209,301 67.1 5,152.73 
 
(3)連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期  末  残  高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

 19 年３月期第１四半期 △1,719 4,083 △3,523 49,566 

18 年３月期第１四半期 3,575 △8,826 △4,532 28,937 

（参考） 18 年３月期 48,875 17,853 △54,828 50,752 

 

３．平成 19 年３月期の連結業績予想（平成 18 年４月１日  ～  平成 19 年３月 31 日） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

 

中 間 期 

通    期 

百万円

 142,000 

300,000 

百万円

19,000 

40,000 

百万円 

20,500 

42,500 

百万円

 12,300 

25,500 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  627 円 70 銭 
 
※業績予想を修正しました。 
なお、上記の業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき作成しています。したがって、予想に内在する不確定要因や今後の事業運

営における状況変化等により、実際の売上高および利益は当該予想と異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提条件その他

の関連する事項については、３ページをご参照ください。 

また、本日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」もあわせてご参照ください。 
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［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］ 

当第１四半期（平成 18 年４月１日～平成 18 年６月 30 日）は、企業収益の改善を背景とした設備投資の増加に加

え、雇用情勢の改善、個人消費の緩やかな増加などがみられ、景気は回復基調で推移しました。 

情報サービス産業では、金融サービス業向けの需要拡大が続いたほか、非製造業向けの需要も堅調に推移しまし

た。一方、納期や価格ならびにセキュリティ対策等に対する顧客の要請は強まっており、提案内容の高度化とあわ

せて、厳しい顧客ニーズに対応していくことが求められています。 
このような経営環境のもと、当社グループ（当社および連結子会社）では、コンサルティングからシステム開

発・運用までを一貫して提供できる総合力を活かし、「ナビゲーション＆ソリューション」の基本戦略に基づき、

引き続き営業活動および事業基盤の強化に努めました。業種別ソリューションの研究や提案をおこなう専任組織を

大幅に拡充し、顧客に対してＩＴ（情報技術）戦略に関するより踏み込んだ提案活動をおこないました。また、シ

ステム開発および保守ならびに運用における業務の標準化をさらに進めるなど、品質および生産性を高める活動を

推進しました。さらに、営業、企画・設計・開発からシステム運用までの一体運営をさらに強固にするため、平成

18 年４月に、システム運用会社であるエヌ・アール・アイ・データサービス株式会社と合併しました。 

 
システムソリューションサービスでは、特に金融サービス業向けが伸長しました。前年同期の金融機関の合併に

ともなうシステム統合案件の反動減があったものの、主要顧客向け案件、オンライン証券業務関連案件および処理

能力増強案件等、証券業向けを中心に、開発・製品販売、運用処理および商品販売等で好調となりました。流通業

向けは、総じて横ばいとなりました。官公庁向けは、開発・製品販売および商品販売等が増加し好調となりました。 

コスト面では、プロジェクト管理の強化、積極的な中国企業への外注、当社開発製品の活用等により、一層の効

率化を図りました。 

この結果、売上高（外部売上高）は 57,195 百万円（前年同期比 12.5％増）、営業利益は 7,382 百万円（同

30.3％増）となりました。売上高の内訳は、開発・製品販売が 25,398 百万円（同 12.2％増）、運用処理が 26,626

百万円（同 6.5％増）、商品販売等が 5,170 百万円（同 62.0％増）となりました。受注残高は、開発・製品販売が

30,669 百万円（同 38.3％増）、運用処理が 73,303 百万円（同 8.0％増）となり、全体としては、103,972 百万円

（同 15.5％増）となりました。 

 

 コンサルティング・ナレッジサービスでは、企業の経営戦略、事業戦略、組織再編、内部統制などの案件で、民

間企業向けを中心にコンサルティングサービスは好調となりました。資産運用関連サービスは、投資情報サービス

および投資顧問業向けの新サービス対応を中心に好調となりました。この結果、売上高（外部売上高）は 11,187 百

万円（同 13.9％増）、営業利益は 822 百万円（同 36.7％増）となりました。受注残高は、17,848 百万円（同

15.3％増）となりました。 

 

上記の結果、当第１四半期の業績は、売上高68,383百万円（同12.7％増）、営業利益8,220百万円（同31.2％増）、

経常利益9,376百万円（同37.8％増）、当期純利益5,647百万円（同42.6％増）と増収増益となりました。受注残高

は、121,821百万円（同15.4％増）となりました。 

 

［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］ 

キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前当期純利益は 9,383 百万円（前年同期比 43.0％増）、減価償却費は 4,024 百万円（同 29.4％増）、

売上債権の減少額は 12,840 百万円、仕入債務の減少額は 11,183 百万円、法人税等の支払額は 12,532 百万円（同

7.2％増）となりました。この結果、営業活動によるキャッシュ・フローは△1,719 百万円となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 システム運用にかかる機器等、有形固定資産の取得は 1,279 百万円（前年同期比 7.0％増）、共同利用型システム

の開発等、無形固定資産の取得は 2,277 百万円（同 12.2％増）となりました。また、有価証券および投資有価証券

の売買等、資金運用目的投資の収支は 7,432 百万円となりました。この結果、投資活動によるキャッシュ・フロー

は 4,083 百万円となりました。 

 



野村総合研究所（未監査） 

3 

 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  配当金 3,516 百万円（前年同期比 1.3％増）の支出等、財務活動によるキャッシュ・フローは、△3,523 百万円

（同 22.3％減）となりました。 

 

この結果、当第１四半期末（平成 18 年６月 30 日）の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて 1,186 百

万円減少し、49,566 百万円となりました。 

 

 

［業績予想に関する定性的情報等］ 

原油価格の高騰、米国景気の先行および株式市場の動向等には留意する必要はありますが、企業収益の好調さが

家計部門へ波及するなど、国内民間需要に支えられながら景気回復が続くと考えられます。 

情報サービス産業では、顧客の投資計画が増加傾向にあり、需要は引き続き堅調に推移すると思われますが、高

度化する顧客ニーズに的確に応えるために必要な総合力を一層強化していくことが求められています。 

このような環境のもと、当第１四半期（平成 18 年４月１日～平成 18 年６月 30 日）の業績は、前述のとおり好調

となりました。第２四半期以降も金融サービス業向けを中心にシステム開発や商品販売などで当初予想以上の売上

高を見込み、業績予想を次のとおり修正します。 

 

平成 19 年３月期 連結業績予想 

（通期） 

前期比  平成 18 年３月期

（実績） 

（百万円） 

平成 19 年３月期

（予想） 

（百万円） 
増減額 

（百万円）

増減率 

（％） 

 ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ 241,000 253,000 11,999 5.0 

 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ･ﾅﾚｯｼﾞｻｰﾋﾞｽ 44,584 47,000 2,415 5.4 

売 上 高 285,585 300,000 14,414 5.0 

営 業 利 益 36,469 40,000 3,530 9.7 

経 常 利 益 38,252 42,500 4,247 11.1 

当 期 純 利 益 22,518 25,500 2,981 13.2 

１株当たり年間配当金 140.00 円 170.00 円 30.00 円 21.4 

 

（中間） 

前年同期比  平成 18 年３月期中間

（実績） 

（百万円） 

平成 19 年３月期中間

（予想） 

（百万円） 
増減額 

（百万円）

増減率 

（％） 

 ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ 111,215 119,000 7,784 7.0 

 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ･ﾅﾚｯｼﾞｻｰﾋﾞｽ 21,287 23,000 1,712 8.0 

売 上 高 132,502 142,000 9,497 7.2 

営 業 利 益 16,460 19,000 2,539 15.4 

経 常 利 益 17,383 20,500 3,116 17.9 

中 間 純 利 益 10,370 12,300 1,929 18.6 

１株当たり中間配当金 50.00 円 70.00 円 20.00 円 40.0 

 

計画の達成に向けては、顧客に対する戦略的な提案活動などを継続しておこない、受注拡大に努め、受注したプ

ロジェクトを着実に遂行していきます。また、研究開発および先行投資を拡大し新規事業の開拓を進めるなど、中

長期の成長を確実なものとするための活動もおこなっていきます。 

 

業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき作成しています。したがって、予想に内在する不確定要因や今後の事業運営に

おける状況変化等により、実際の売上高および利益は当該予想と異なる結果となる可能性があります。 
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① 連結貸借対照表 

  
前第１四半期末 

（平成17年６月30日）
当第１四半期末 

（平成18年６月30日）

前連結会計年度末の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

前期末比 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円）

構成比
（％）

金額 
（百万円）

構成比 
（％） 

増減額 
（百万円） 

増減率
（％）

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金預金  15,951 21,051 26,004  △4,953 △19.0

２．売掛金  22,685 25,767 44,627  △18,859 △42.3

３．開発等未収収益  22,121 19,102 12,271  6,831 55.7

４．有価証券  48,946 42,778 44,438  △1,660 △3.7

５．商品  858 1,608 1,191  417 35.0

６．仕掛品  15 30 45  △15 △33.5

７．前払費用  1,613 1,804 1,051  752 71.5

８．繰延税金資産  6,050 7,667 7,655  11 0.1

９．その他  885 741 552  188 34.2

10．貸倒引当金  △48 △47 △60  12 △20.6

流動資産合計  119,080 40.1 120,504 44.1 137,779 44.2 △17,274 △12.5

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産     

(1）建物及び構築物 ※１ 16,552 15,599 15,878  △278 △1.8

(2）機械装置 ※１ 5,342 5,621 5,761  △140 △2.4

(3）器具備品 ※１ 6,140 6,855 7,043  △187 △2.7

(4）土地  9,256 11,281 11,281  － －

(5）建設仮勘定  － 34 －  34  －

有形固定資産合計  37,291 12.5 39,392 14.4 39,964 12.8 △572 △1.4

２．無形固定資産     

(1）ソフトウエア  18,367 15,372 15,598  △226 △1.5

(2）ソフトウエア仮勘定  3,422 4,112 4,046  66 1.6

(3）電話加入権等  836 753 775  △22 △2.9

無形固定資産合計  22,626 7.6 20,238 7.4 20,420 6.5 △182 △0.9

３．投資その他の資産     

(1）投資有価証券  104,327 78,645 97,683  △19,037 △19.5

(2）関係会社株式  2,044 3,552 3,821  △269 △7.0

(3）従業員長期貸付金  440 366 385  △18 △4.8

(4）長期差入保証金  8,970 8,942 9,111  △169 △1.9

(5）繰延税金資産  1,503 500 1,614  △1,113 △69.0

(6）その他 ※２ 985 1,079 1,034  45 4.4

(7）貸倒引当金  △41 △18 △28  10 △35.8

投資その他の資産合計  118,230 39.8 93,069 34.1 113,622 36.4 △20,552 △18.1

固定資産合計  178,148 59.9 152,700 55.9 174,007 55.8 △21,307 △12.2

資産合計  297,229 100.0 273,204 100.0 311,786 100.0 △38,581 △12.4
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前第１四半期末 

（平成17年６月30日）
当第１四半期末 

（平成18年６月30日）

前連結会計年度末の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年３月31日） 
前期末比 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円）

構成比
（％）

金額 
（百万円）

構成比 
（％） 

増減額 
（百万円） 

増減率
（％）

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．買掛金  14,419 18,264 29,453  △11,188 △38.0

２. １年内返済予定長期借入金  240 180 240  △60 △25.0

３．未払金  1,201 1,154 1,322  △167 △12.7

４．未払費用  5,889 5,266 5,382  △116 △2.2

５．未払法人税等  2,725 3,902 13,002  △9,100 △70.0

６．未払消費税等  1,224 1,481 1,353  127 9.4

７．前受金  3,779 4,411 3,582  828 23.1

８．賞与引当金  4,347 5,254 9,565  △4,311 △45.1

９．その他  3,410 3,731 1,000  2,730 272.8

流動負債合計  37,238 12.5 43,645 16.0 64,902 20.8 △21,256 △32.8

Ⅱ 固定負債     

１．長期借入金  780 － －  － －

２．繰延税金負債  9,086 6,151 14,267  △8,116 △56.9

３．退職給付引当金  21,913 22,428 23,314  △885 △3.8

４．受入保証金  0 － 0  △0 △100.0

固定負債合計  31,780 10.7 28,580 10.5 37,582 12.1 △9,002 △24.0

負債合計  69,019 23.2 72,225 26.4 102,485 32.9 △30,259 △29.5

（資本の部）     

Ⅰ 資本金  18,600 6.3 － － 18,600 6.0 － －

Ⅱ 資本剰余金  14,800 5.0 － － 14,800 4.7 － －

Ⅲ 利益剰余金  170,379 57.3 － － 186,670 59.9 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金  25,932 8.7 － － 37,369 12.0 － －

Ⅴ 為替換算調整勘定  △495 △0.2 － － △5 △0.0 － －

Ⅵ 自己株式  △1,006 △0.3 － － △48,133 △15.4 － －

資本合計  228,210 76.8 － － 209,301 67.1 － －

負債・資本合計  297,229 100.0 － － 311,786 100.0 － －

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１．資本金  － － 18,600 6.8 － － － －

２．資本剰余金  － － 14,800 5.4 － － － －

３．利益剰余金  － － 188,657 69.1 － － － －

４．自己株式  － － △48,075 △17.6 － － － －

株主資本合計  － － 173,981 63.7 － － － －

Ⅱ 評価・換算差額等     

１．その他有価証券評価差額金  － － 27,038 9.9 － － － －

２．為替換算調整勘定  － － △40 △0.0 － － － －

評価・換算差額等合計  － － 26,997 9.9 － － － －

純資産合計  － － 200,978 73.6 － － － －

負債・純資産合計  － － 273,204 100.0 － － － －
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② 連結損益計算書 

  
前第１四半期 

（自 平成17年４月１日
  至 平成17年６月30日）

当第１四半期 
（自 平成18年４月１日
  至 平成18年６月30日)

前年同期比 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円）

百分比
（％）

増減額 
（百万円）

増減率 
（％） 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

Ⅰ 売上高  60,664 100.0 68,383 100.0 7,718 12.7 285,585 100.0

Ⅱ 売上原価  45,565 75.1 50,420 73.7 4,855 10.7 213,706 74.8

売上総利益  15,099 24.9 17,962 26.3 2,863 19.0 71,878 25.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 8,831 14.6 9,741 14.2 910 10.3 35,409 12.4

営業利益  6,267 10.3 8,220 12.0 1,953 31.2 36,469 12.8

Ⅳ 営業外収益     

１．受取利息  88 97  403 

２．受取配当金  336 756  540 

３．投資事業組合収益  1 84  259 

４．持分法による投資利益  84 210  562 

５．その他営業外収益  33 20  177 

営業外収益合計  544 0.9 1,168 1.7 623 114.4 1,943 0.7

Ⅴ 営業外費用     

１．支払利息  1 0  6 

２．投資事業組合費用  1 0  53 

３．自己株式公開買付費用  － －  82 

４．その他営業外費用  4 11  17 

営業外費用合計  8 0.0 12 0.0 4 55.2 160 0.1

経常利益  6,804 11.2 9,376 13.7 2,572 37.8 38,252 13.4

Ⅵ 特別利益     

１．固定資産売却益  1 －  － 

２．投資有価証券売却益 ※２ － －  724 

３．貸倒引当金戻入益  7 14  － 

特別利益合計  9 0.0 14 0.0 4 44.2 724 0.3

Ⅶ 特別損失     

１．固定資産売却損 ※３ 0 －  145 

２．固定資産除却損  48 －  － 

３．投資有価証券売却損 ※３ － －  97 

４．投資有価証券評価減 ※３ 204 7  1,198 

特別損失合計  253 0.4 7 0.0 △245 △97.0 1,441 0.5

税金等調整前当期純利益  6,560 10.8 9,383 13.7 2,822 43.0 37,535 13.1

法人税、住民税及び事業税 ※４ 2,599 4.3 3,735 5.5 1,136 43.7 19,368 6.8

法人税等調整額  － － － － － － △4,351 △1.5

当期純利益  3,961 6.5 5,647 8.3 1,686 42.6 22,518 7.9
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③ 連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書 

連結剰余金計算書 

 
前第１四半期 

（自 平成17年４月１日

至 平成17年６月30日）

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日）

区分 
金額 

（百万円） 

金額 

（百万円） 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 14,800 14,800

Ⅱ 資本剰余金期末残高 14,800 14,800

（利益剰余金の部） 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 170,018 170,018

Ⅱ 利益剰余金増加高 

  当期純利益 3,961 3,961 22,518 22,518

Ⅲ 利益剰余金減少高 

１．配当金 3,599 5,845

２．自己株式処分差損 － 3,599 20 5,866

Ⅳ 利益剰余金期末残高 170,379 186,670

 

 

連結株主資本等変動計算書 

当第１四半期（自 平成18年４月１日 至 平成18年６月30日） 

株主資本 評価・換算差額等 

 

資本金 
資本 

剰余金 

利益 

剰余金
自己株式

株主資本

合計 

その他 

有価証券

評価差額金

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

純資産 

合計 

平成18年３月31日残高 

（百万円）
18,600 14,800 186,670 △48,133 171,937 37,369 △5 37,364 209,301

当期中の変動額     

剰余金の配当   △3,655 △3,655   △3,655

当期純利益   5,647 5,647   5,647

自己株式の取得   △0 △0   △0

自己株式の処分   △4 58 53   53

株主資本以外の項目の 

当期中の変動額（純額） 
  △10,330 △35 △10,366 △10,366

当期中の変動額合計 

（百万円）
－ － 1,986 57 2,044 △10,330 △35 △10,366 △8,322

平成18年６月30日残高 

（百万円）
18,600 14,800 188,657 △48,075 173,981 27,038 △40 26,997 200,978
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④ 連結キャッシュ・フロー計算書 

  
前第１四半期 

（自 平成17年４月１日

至 平成17年６月30日）

当第１四半期 
（自 平成18年４月１日

至 平成18年６月30日)

前年同期比 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日）

区分 
注記 

番号 

金額 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

増減額 
（百万円）

増減率
（％） 

金額 
（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前当期純利益 6,560 9,383 2,822 43.0 37,535 

減価償却費 3,110 4,024 913 29.4 16,574 

貸倒引当金の増減額(減少：△) △12 △22 △10 83.5 △13 

受取利息及び配当金 △425 △853 △427 100.5 △943 

支払利息 1 0 △1 △73.9 6 

投資事業組合収益・費用(収益：△) △0 △84 △84 － △206 

持分法による投資損益(益：△) △84 △210 △126 150.6 △562 

固定資産除却損 48 － △48 △100.0 － 

固定資産売却損益(益：△) △1 － 1 △100.0 145 

投資有価証券評価減 204 7 △196 △96.3 1,198 

投資有価証券売却損益(益：△) － － － － △626 

売上債権の増減額(増加：△) 13,114 12,840 △274 △2.1 894 

たな卸資産の増減額(増加：△) △115 △401 △286 247.3 △478 

仕入債務の増減額(減少：△) △5,383 △11,183 △5,800 107.8 9,616 

未払消費税等の増減額(減少：△) 15 127 111 703.5 145 

賞与引当金の増減額(減少：△) △3,764 △4,311 △546 14.5 1,453 

役員賞与引当金の増減額(減少：△) △255 － 255 △100.0 △255 

退職給付引当金の増減額(減少：△) △783 △885 △102 13.0 617 

役員退職慰労引当金の増減額(減少：△)  △873 － 873 △100.0 △873 

長期差入保証金の増減額(増加：△) 386 168 △217 △56.4 247 

その他 3,027 1,402 △1,625 △53.7 1,591 

小計 14,771 10,001 △4,769 △32.3 66,066 

利息及び配当金の受取額 499 812 312 62.6 1,187 

利息の支払額 △1 △0 1 △74.3 △6 

法人税等の支払額 △11,693 △12,532 △839 7.2 △18,371 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,575 △1,719 △5,294 － 48,875 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

定期預金の預入による支出 △45 △49 △4 9.9 △6,778 

定期預金の払戻による収入 － 47 47 － 6,523 

有価証券の取得による支出 △7,671 △2,995 4,676 △61.0 △18,264 

有価証券の売却・償還による収入 3,882 8,430 4,547 117.1 31,213 

有形固定資産の取得による支出 △1,195 △1,279 △84 7.0 △9,799 

有形固定資産の売却による収入 12 1 △11 △89.0 472 

無形固定資産の取得による支出 △2,029 △2,277 △247 12.2 △8,211 

無形固定資産の売却による収入 36 1 △34 △95.6 60 

投資有価証券の取得による支出 △2,007 △4 2,003 △99.8 △11,975 

投資有価証券の売却･償還等による収入 170 2,191 2,021 － 34,589 

関係会社株式の取得による支出 － － － － △60 

関係会社株式の売却による収入 － － － － 9 

従業員長期貸付による支出 △1 △2 △1 74.5 △5 

従業員長期貸付金の回収による収入 22 20 △1 △8.3 80 

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,826 4,083 12,910 － 17,853 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

長期借入金の返済による支出 △60 △60 － － △840 

自己株式の処分による収入 － 53 53 － 380 

自己株式の取得による支出 △1,000 △0 999 △99.9 △48,527 

配当金の支払額 △3,472 △3,516 △43 1.3 △5,840 

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,532 △3,523 1,009 △22.3 △54,828 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  43 △27 △70 － 174 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)  △9,740 △1,186 8,553 △87.8 12,075 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  38,677 50,752 12,075 31.2 38,677 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  28,937 49,566 20,629 71.3 50,752 

 



野村総合研究所（未監査） 

 9 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結財務諸表作成のために採用している会計処理の原則および手続き 

原則として中間連結財務諸表規則に基づき連結財務諸表を作成しておりますが、以下の処理については、一定の簡便的な手続

きを採用しております。 

税金費用の計算 

２．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 

子会社18社すべてを連結しております。 

なお、前連結会計年度まで連結子会社であったエヌ・アール・アイ・データサービス株式会社は、平成18年４月１日を期日

として当社と合併したため、当期より連結の範囲から除外しております。 

主要な連結子会社名 

 NRI Holding America Inc. 

３．持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数 

関連会社２社すべてに対する投資について、持分法を適用しております。 

主要な関連会社名 

野村ファンド・リサーチ・アンド・テクノロジー㈱ 

４．連結子会社の決算日等に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は、野村総合研究所（北京）有限公司および野村総合研究所（上海）有限公司

の２社であり、決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成にあたっては、連結決算日に実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用しております。 

５．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準および評価方法 

イ．有価証券 

売買目的有価証券 

時価法（売却原価は主として移動平均法により算定） 

満期保有目的の債券 

償却原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 

主として移動平均法による原価法 

ロ．デリバティブ 

時価法 

ハ．商品および仕掛品 

個別法による原価法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

主として定率法を採用しております。なお、技術進歩による陳腐化の著しい機械装置、器具備品の一部の資産については、

個別見積りによる耐用年数を採用しております。 

ただし、国内連結会社は平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）は定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物   15～50年 

機械装置      ３～15年 

器具備品      ３～６年 
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ロ．無形固定資産 

 販売目的ソフトウエアについては、残存有効期間に基づく均等配分額を下限として見込販売数量もしくは見込販売収益に

基づく償却方法によっております。なお、残存有効期間は原則として３年であります。 

また、顧客サービス提供目的の自社利用ソフトウエアについては、利用可能期間に基づく定額法により償却しております。

なお、利用可能期間は最長５年であります。 

その他の無形固定資産については、定額法を採用しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

ロ．賞与引当金 

従業員の賞与の支払いに充てるため、当期に負担すべき支給見込額を計上しております。 

ハ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当期におい

て発生していると認められる額を計上しております。 

会計基準移行時差異については、移行連結会計年度に全額を処理しております。 

数理計算上の差異については、発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（15年）で定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から処理しております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、主として通常の賃貸

借取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。 

(5）収益および費用の計上基準 

リサーチ・コンサルプロジェクト、システム開発プロジェクトについては原則として進行基準を、その他のプロジェクトに

ついては実現基準を適用しております。 

なお、期末日現在未完成のプロジェクトにかかる進行基準の適用にともなう売上高相当額については、連結貸借対照表上、

「開発等未収収益」として計上しております。 

(6）消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。 

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）および「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しており

ます。なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は200,978百万円であります。
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前第１四半期末 

（平成17年６月30日） 

当第１四半期末 

（平成18年６月30日） 

前連結会計年度末 

（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

建物及び構築物 22,082百万円 建物及び構築物 23,451百万円 建物及び構築物 23,093百万円

機 械 装 置 19,290百万円 機 械 装 置 16,398百万円 機 械 装 置 16,061百万円

器 具 備 品 11,586百万円 器 具 備 品 12,764百万円 器 具 備 品 12,389百万円

※２ 投資その他の資産のその他 ※２ 投資その他の資産のその他 ※２ 投資その他の資産のその他 

「投資その他の資産」の「その他」

は、ゴルフ会員権の預託保証金に対す

る貸倒引当金相当額113百万円を相殺

のうえ表示しております。 

「投資その他の資産」の「その他」

は、ゴルフ会員権の預託保証金に対す

る貸倒引当金相当額113百万円を相殺

のうえ表示しております。 

「投資その他の資産」の「その他」

は、ゴルフ会員権の預託保証金に対す

る貸倒引当金相当額113百万円を相殺

のうえ表示しております。 

 

（連結損益計算書関係） 

前第１四半期 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年６月30日） 

当第１四半期 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費

目および金額 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費

目および金額 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費

目および金額 

役 員 報 酬 282百万円 役 員 報 酬 231百万円 貸倒引当金繰入額 3百万円

給 与 手 当 2,426百万円 給 与 手 当 2,708百万円 役 員 報 酬 1,107百万円

賞与引当金繰入額 1,254百万円 賞与引当金繰入額 1,621百万円 給 与 手 当 11,349百万円

退 職 給 付 費 用 351百万円 退 職 給 付 費 用 326百万円 賞与引当金繰入額 2,550百万円

福 利 厚 生 費 587百万円 福 利 厚 生 費 666百万円 退 職 給 付 費 用 1,309百万円

不 動 産 賃 借 料 867百万円 不 動 産 賃 借 料 864百万円 福 利 厚 生 費 2,275百万円

事 務 委 託 費 916百万円 事 務 委 託 費 999百万円 不 動 産 賃 借 料 3,259百万円

旅 費 交 通 費 293百万円 旅 費 交 通 費 287百万円 事 務 委 託 費 4,599百万円

器 具 備 品 費 203百万円 器 具 備 品 費 252百万円 旅 費 交 通 費 1,071百万円

租 税 公 課 235百万円 租 税 公 課 282百万円 器 具 備 品 費 1,156百万円

減 価 償 却 費 258百万円 教 育 研 修 費 241百万円 租 税 公 課 986百万円

 減 価 償 却 費 866百万円 

 

 

  

※２    ───── ※２    ───── ※２ 特別利益 

  投資有価証券売却益 

投資有価証券売却益は、主としてマ

ネックス・ビーンズ・ホールディング

ス㈱株式の売却にともなうものであり

ます。 
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前第１四半期 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年６月30日） 

当第１四半期 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

※３ 特別損失 ※３    ───── ※３ 特別損失 

投資有価証券評価減 

投資有価証券評価減は、主として㈱

ベルネット株式の減損にともなうもの

であります。 

 イ．固定資産売却損 

固定資産売却損は、社員寮（大和

寮）の土地および建物の売却にともな

うものであります。 

ロ．投資有価証券売却損 

投資有価証券売却損は、OmniTrust 

Security Systems,Inc.株式の売却に

ともなうものであります。 

ハ．投資有価証券評価減 

投資有価証券評価減は、主として㈱

アイワイ・カード・サービス株式、㈱

ベルネット株式および㈱セブンドリー

ム・ドットコム株式の減損にともなう

ものであります。 

※４ 法人税等の表示方法 ※４ 法人税等の表示方法 ※４    ───── 

税金費用については、簡便法により

計算しているため、法人税等調整額は

｢法人税、住民税及び事業税｣に含めて

表示しております。 

同   左  

 



野村総合研究所（未監査） 

 13 

 

（連結株主資本等変動計算書関係） 

当第１四半期（自 平成18年４月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末 

株式数(株) 

当期増加株式数 

(株) 

当期減少株式数

(株) 

当第１四半期末 

株式数(株) 

摘要 

 

発行済株式 

普通株式 

 

45,000,000 － －

 

45,000,000  

合計 45,000,000 － － 45,000,000  

自己株式 

普通株式 4,380,480 67 5,300 4,375,247 （注） 

合計 4,380,480 67 5,300 4,375,247  

（注）自己株式の増加株式数67株は単元未満株式の買取によるもの、減少株式数5,300株はストックオプション行使にとも

なう自己株式の処分によるものであります。 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．配当に関する事項 

(1）配当金の支払い 

決議 
株式の種類 配当金の総額 

１株当たりの

金額 
基準日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 3,655百万円 90円 平成18年３月31日 

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第１四半期 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年６月30日） 

当第１四半期 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との

関係 

現金預金勘定 15,951百万円 

有価証券勘定 48,946百万円 

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△6,266百万円 

取得日から償還日まで

の期間が３ヶ月を超え

る債券等 

△29,695百万円 

現金及び現金同等物 28,937百万円 
 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との

関係 

現金預金勘定 21,051百万円

有価証券勘定 42,778百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△6,788百万円

取得日から償還日まで

の期間が３ヶ月を超え

る債券等 

△7,475百万円

現金及び現金同等物 49,566百万円
 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との

関係 

現金預金勘定 26,004百万円

有価証券勘定 44,438百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△6,778百万円

取得日から償還日まで

の期間が３ヶ月を超え

る債券等 

△12,912百万円

現金及び現金同等物 50,752百万円
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（有価証券関係） 

Ⅰ 前第１四半期末（平成17年６月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

種類 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

(1）株式 3,951 47,662 43,711 

(2）債券 62,975 62,990 14 

①国債・地方債等 28,052 28,102 49 

②社債 23,361 23,325 △35 

③その他 11,562 11,563 0 

(3）その他 3,353 3,284 △68 

計 70,280 113,937 43,657 

（注）１．その他有価証券で時価のあるもののうち、減損処理をおこなったものはありません。なお、時価のある株

式については、原則として連結決算日の時価が取得価額に比べて50％以上下落した銘柄についてはすべて、

30％以上50％未満下落した銘柄については回復可能性があると認められるものを除き、減損処理をおこな

うこととしております。 

２．投資事業有限責任組合等に対する出資持分については、構成資産を時価評価したうえで、(3）その他に含

めて表示しております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 16,583 

マネー・マネジメント・ファンド 4,552 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 5,000 

コマーシャル・ペーパー 14,197 

その他 330 

 

Ⅱ 当第１四半期末（平成18年６月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

種類 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

(1）株式 14,139 59,720 45,580 

(2）債券 14,477 14,472 △5 

①国債・地方債等 7,994 7,993 △0 

②社債 5,502 5,498 △3 

③その他 980 980 △0 

(3）その他 1,874 1,830 △44 

計 30,492 76,023 45,531 

（注）１．その他有価証券で時価のあるもののうち、減損処理をおこなったものはありません。なお、時価のある株

式については、原則として連結決算日の時価が取得価額に比べて50％以上下落した銘柄についてはすべて、

30％以上50％未満下落した銘柄については回復可能性があると認められるものを除き、減損処理をおこな

うこととしております。 
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２．投資事業有限責任組合等に対する出資持分については、構成資産を時価評価したうえで、(3）その他に含

めて表示しております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 15,240 

マネー・マネジメント・ファンド 6,553 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 7,001 

コマーシャル・ペーパー 18,750 

 

Ⅲ 前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

種類 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

(1）株式 14,137 77,085 62,948 

(2）債券 13,919 13,902 △17 

①社債 12,207 12,190 △16 

②その他 1,712 1,711 △0 

(3）その他 2,993 2,977 △15 

計 31,050 93,966 62,915 

（注）１．その他有価証券で時価のあるもののうち、減損処理をおこなったものはありません。なお、時価のある株

式については、原則として連結決算日の時価が取得価額に比べて50％以上下落した銘柄についてはすべて、

30％以上50％未満下落した銘柄については回復可能性があると認められるものを除き、減損処理をおこな

うこととしております。 

２．投資事業有限責任組合等に対する出資持分については、構成資産を時価評価したうえで、(3）その他に含

めて表示しております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 15,255 

マネー・マネジメント・ファンド 6,552 

フリー・ファイナンシャル・ファンド 15,000 

コマーシャル・ペーパー 13,972 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

前第１四半期 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年６月30日） 

当第１四半期 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当社グループ（当社および連結子会

社）は、デリバティブ取引を利用してい

ないので、該当事項はありません。 

同   左 同   左 
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（セグメント情報） 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

前第１四半期
（自 平成17年４月１日 

至 平成17年６月30日） 

 システムソ

リューション

サービス 

（百万円） 

コンサルティ

ング・ナレッ

ジサービス 

（百万円） 

 

計 

 

（百万円） 

 

消去又は全社 

 

（百万円） 

 

連結 

 

（百万円） 

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 50,842 9,821 60,664 － 60,664

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
747 486 1,234 (1,234) －

計 51,590 10,308 61,898 (1,234) 60,664

営業費用 45,924 9,706 55,631 (1,234) 54,397

営業利益 5,665 601 6,266 0 6,267

 

当第１四半期
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年６月30日） 

 システムソ

リューション

サービス 

（百万円） 

コンサルティ

ング・ナレッ

ジサービス 

（百万円） 

 

計 

 

（百万円） 

 

消去又は全社 

 

（百万円） 

 

連結 

 

（百万円） 

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 57,195 11,187 68,383 － 68,383

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
368 500 868 (868) －

計 57,563 11,688 69,252 (868) 68,383

営業費用 50,181 10,866 61,047 (885) 60,162

営業利益 7,382 822 8,204 16 8,220

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

 システムソ

リューション

サービス 

（百万円） 

コンサルティ

ング・ナレッ

ジサービス 

（百万円） 

 

計 

 

（百万円） 

 

消去又は全社 

 

（百万円） 

 

連結 

 

（百万円） 

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 241,000 44,584 285,585 － 285,585

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
3,467 2,525 5,992 (5,992) －

計 244,468 47,109 291,577 (5,992) 285,585

営業費用 213,135 41,950 255,086 (5,970) 249,116

営業利益 31,332 5,158 36,491 (   21) 36,469

（注）事業区分の方法および各区分に属する主要なサービスの名称 

サービスの種類、性質、業務形態の類似性により下記のサービスに区分しております。 

システムソリューションサービス…………コンピュータシステムの開発から運用処理、パッケージソフトの製品販

売、システム機器等の商品販売 

コンサルティング・ナレッジサービス……リサーチ、経営コンサルティング、投資情報データを活用した資産運用

関連サービス等 



野村総合研究所（未監査） 

 17 

 

ｂ．所在地別セグメント情報 

前第１四半期（自 平成17年４月１日 至 平成17年６月30日） 

国内セグメントの売上高等の金額がいずれも全セグメントの売上高等の合計額の90％超であるため、記載を省略

しております。 

 

当第１四半期（自 平成18年４月１日 至 平成18年６月30日） 

国内セグメントの売上高等の金額がいずれも全セグメントの売上高等の合計額の90％超であるため、記載を省略

しております。 

 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

国内セグメントの売上高等の金額がいずれも全セグメントの売上高等の合計額の90％超であるため、記載を省略

しております。 

 

ｃ．海外売上高 

前第１四半期（自 平成17年４月１日 至 平成17年６月30日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

 

当第１四半期（自 平成18年４月１日 至 平成18年６月30日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 
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生産、受注及び販売の状況 

 

(1）生産実績 

a．生産実績 

事業の種類別セグメントごとの生産実績は次のとおりであります。 

前第１四半期 

（自 平成17年４月１日

至 平成17年６月30日）

当第１四半期 

（自 平成18年４月１日

至 平成18年６月30日）

前年同期比 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日）事業の種類別セグメントの名称 

金額 

（百万円） 

金額 

（百万円） 

増減率 

（％） 

金額 

（百万円） 

システムソリューションサービス 36,642 38,853 6.0 156,607 

 開 発 ・ 製 品 販 売 18,821 20,527 9.1 81,570 

 運 用 処 理 17,820 18,326 2.8 75,037 

コンサルティング・ナレッジサービス 6,443 7,046 9.3 28,960 

合 計 43,086 45,899 6.5 185,568 

（注）１．金額は製造原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

b．外注実績 

事業の種類別セグメントごとの外注実績および生産実績に占める割合は次のとおりであります。 

前第１四半期 

（自 平成17年４月１日

至 平成17年６月30日）

当第１四半期 

（自 平成18年４月１日

至 平成18年６月30日）

前年同期比 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日）事業の種類別セグメントの名称 

金額 

（百万円）

割合 

（％）

金額 

（百万円）

割合 

（％）

増減率 

（％） 

金額 

（百万円） 

割合 

（％）

システムソリューションサービス 16,553 45.2 18,717 48.2 13.1 76,128 48.6

 開 発 ・ 製 品 販 売 11,099 59.0 12,880 62.7 16.0 50,566 62.0

 運 用 処 理 5,454 30.6 5,837 31.9 7.0 25,561 34.1

コンサルティング・ナレッジサービス 2,423 37.6 2,760 39.2 13.9 11,207 38.7

合 計 18,976 44.0 21,478 46.8 13.2 87,335 47.1

（注）１．上記の金額のうち、中国企業への外注実績および総外注実績に対する割合は次のとおりであります。 

前第１四半期 

（自 平成17年４月１日

至 平成17年６月30日）

当第１四半期 

（自 平成18年４月１日

至 平成18年６月30日）

前年同期比 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日）

 

金額 

（百万円）

割合 

（％）

金額 

（百万円）

割合 

（％）

増減率 

（％） 

金額 

（百万円） 

割合 

（％）

中 国 企 業 へ の 

外 注 実 績 
2,062 10.9 2,440 11.4 18.3 10,019 11.5

２．金額は製造原価によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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(2）受注状況 

事業の種類別セグメントごとの受注状況は次のとおりであります。 

受 注 高 

前第１四半期 

（自 平成17年４月１日

至 平成17年６月30日）

当第１四半期 

（自 平成18年４月１日

至 平成18年６月30日）

前年同期比 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日）
事業の種類別セグメントの名称 

金額 

（百万円） 

金額 

（百万円） 

増減率 

（％） 

金額 

（百万円） 

システムソリューションサービス 38,972 46,840 20.2 253,398 

 開 発 ・ 製 品 販 売 30,843 35,371 14.7 111,155 

 運 用 処 理 4,938 7,319 48.2 110,829 

 商 品 販 売 等 3,190 4,148 30.0 31,414 

コンサルティング・ナレッジサービス 9,277 11,357 22.4 46,701 

合 計 48,249 58,197 20.6 300,100 

 

受 注 残 高 

前第１四半期末 

（平成17年６月30日） 

当第１四半期末 

（平成18年６月30日） 
前年同期比 

前連結会計年度末 

（平成18年３月31日）事業の種類別セグメントの名称 

金額 

（百万円） 

金額 

（百万円） 

増減率 

（％） 

金額 

（百万円） 

システムソリューションサービス 90,056 103,972 15.5 114,350 

 開 発 ・ 製 品 販 売 22,175 30,669 38.3 20,695 

 運 用 処 理 67,881 73,303 8.0 92,633 

 商 品 販 売 等 － － － 1,021 

コンサルティング・ナレッジサービス 15,483 17,848 15.3 17,679 

合 計 105,540 121,821 15.4 132,030 

（注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．継続的な役務提供をおこない利用度数等に応じて料金をいただくサービスについては、各期末時点で翌期の売上見

込額を受注額に計上しております。 
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(3）販売実績 

事業の種類別セグメントごとの販売実績は次のとおりであります。 

前第１四半期 

（自 平成17年４月１日

至 平成17年６月30日）

当第１四半期 

（自 平成18年４月１日

至 平成18年６月30日）

前年同期比 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日）事業の種類別セグメントの名称 

金額 

（百万円） 

金額 

（百万円） 

増減率 

（％） 

金額 

（百万円） 

システムソリューションサービス 50,842 57,195 12.5 241,000 

 開 発 ・ 製 品 販 売 22,644 25,398 12.2 104,395 

 運 用 処 理 25,007 26,626 6.5 106,212 

 商 品 販 売 等 3,190 5,170 62.0 30,392 

コンサルティング・ナレッジサービス 9,821 11,187 13.9 44,584 

合 計 60,664 68,383 12.7 285,585 

（注）１．主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

前第１四半期 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年６月30日）

当第１四半期 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日）相 手 先 

金額 

（百万円）

割合 

（％） 

金額 

（百万円）

割合 

（％） 

金額 

（百万円） 

割合 

（％） 

野村ホールディングス㈱ 14,632 24.1 19,926 29.1 88,725 31.1 

㈱セブン＆アイ・ホールディングス※ 8,658 14.3 8,013 11.7 34,907 12.2 

原則として、子会社向けの販売実績を含めております。 

２．リース会社等を経由した販売につきましては、最終的にサービス等の提供を受けた顧客向けの販売実績に含めてお

ります。前連結会計年度より当該集計をおこなっておりますが、前第１四半期においても遡及しております。 

３．金額はセグメント間の内部売上高又は振替高を除いた外部顧客に対する売上高によっております。 

４．※：前第１四半期につきましては、㈱イトーヨーカ堂向けの販売実績および総販売実績に対する割合を記載してお

ります。 

５．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

業種別売上高と売上高構成比率は次のとおりであります。 

前第１四半期 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年６月30日） 

当第１四半期 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日）  
金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

金 融 サ ー ビ ス 業 35,771 59.0 42,878 62.7 178,168 62.4 

流 通 業 11,776 19.4 11,659 17.1 49,681 17.4 

そ の 他 民 間 企 業 9,159 15.1 7,935 11.6 36,720 12.9 

官 公 庁 3,957 6.5 5,909 8.6 21,014 7.4 

合 計 60,664 100.0 68,383 100.0 285,585 100.0 

（注）１．原則として、子会社向けの販売実績を、親会社の属する業種に含めております。 

２．リース会社等を経由した販売につきましては、最終的にサービス等の提供を受けた顧客向けの販売実績に含めてお

ります。前連結会計年度より当該集計をおこなっておりますが、前第１四半期においても遡及しております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 


